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は　じ　め　に
　現代資本主義は全般的危機の時代のあだ花のように狂い咲いている。すでに世界は移行期を数十年
にわたって経過し、帝国主義の腐朽性は頂点に達している。マルクスやレーニソの待望した「すくな
くとも複数の先進国」の変革は今だ実現していない。だが、この現実的移行は現在ようやく胎動を若
干の先進国で開始しはじめている。
　今まさしくこのような状態であるから、資本制社会の死滅と未来社会の到来の過程をトータルに把
握しようとする議論が現在激しく噴出してきている。私がここでとりあげる「労働の社会化」論もそ
の一つである。それはおそらくはマルクスがr経済批判要綱』で熱ぼく展開した「資本の文明化作用」
のことであり、「ブルジョア社会の内部で、この社会を爆破するための……地雷を意味する交易関係
ならびに生産関係が生み出される」Dことなのであろう。とすれば労働の社会化論は我々にとって、
資本制社会が達成した成果は何で、何を継承するのかという問題の解明を第一の課題としている。次
にその達成された成果によって人類史の本史の過程と展望を明らかにするのに有効である。第三に、
以上にもとついて労働運動がとりくもうとしている労働者統制や規制の理論的地位を与えうる。そし
てこの労働の社会化論は各論者も指摘されるごとく、唯物史観の基礎カテゴリーの理解の再検討をう
ながすものとなっているのである。この議論は、だからすぐれてイデオロギッシュであると同時に、
資本制と社会主義を貫串するとされるこの法則の性質上、ともすれば自然成長主義に陥る危険性をは
らんで進行してきた。だからことの性格からいえぼ、1960年前後にマルクス経済学にインパクトを与
えた構造的諸改良の理論に再度判断を下す問題でもあると思われるのである。
第一章　マルクスの労働の社会化論と富沢賢治氏の所説
　労働の社会化論をさぐるにあたって比較的重点的にマルクスが述べているr資本論』の「資本制的
蓄積の歴史的傾向」の中の論述をまず手がかりとして考察していくことが妥当であると思われる。
　マルクスが資本制生産の生成と発展と死滅の三過程を資本蓄積の過程として概括していることは周
知のことである。それはまず小経営の措定とその解体、次に資本制社会の発生、資本制生産の発展法
則、そしてその解体というように述べられている。小経営の特微はマルクスによると「この生産様式
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は、土地その他の生産孝良ゐ秀蔽を内蔵する」2）。それと「同じ生産過程の内部における協業や分業・
白然セと対ナる在会的姦麦醜専謁痙、社会的生産諸力の自由な発展をも排除する」3）のである。この生
産手段集中とその他三要因の排除を特徴とする小経営が原始的蓄積の過程によって駆遂され、資本制
的生産様式が自立すれば「i三セと受働ゐ二虐ゐ在会花、および、土地その他の生産手段の社会的に利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　つ　　　　　　　ロ　　　．用される生産手段、つまり共同的生産手段への一層の転化、したがって私的所有者の一層の収奪が新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のたな形態をとる（資本の集中）」4）。この過程は換言すれぽ「ますます増大する規模での労働過程の協
桑酌形熊」と「科学の意識的な技術的応用」そして「土地の計画的利用」「共同的にのみ使用されう
る労働手段への労働手段の転化」、労働が「結合された社会的な労働」として生産手段に対応するこ
とによる生産手段の節約、「世界市場の網へのすべての国民の編入」5）がなされていく過程なのであ
る。この過程は労働者階級の資本への従属の拡大であり、他面ではそれを現実的基礎とする階級闘争
の激化である。こうして資本制の「下で開花した」生産の仕方様式、すなわち「生産手段の集中と労
働の社会化」は、その「資本制的外皮」たる「資本独占」一資本制的所有関係と調和しなくなる。
「資本制的私有財産の最後の鐘が鳴る。収奪者が収奪される」6）のである。
　以上の論述の中でマルクスの主張の一貫性は明らかである。それは労働の社会化と生産手段の集中
という二つの点で資本制蓄積の歴史過程をおさえている点である。労働の社会化は、「労働過程の協
業的形態」の発展、「自然に対する社会的な支配や調整」「科学の意識的な技術的応用」7）として述べ
られている。生産手段の集中は、「共同的生産手段への転化」と言い表わされている。「社会的生産諸
力の自由な発展」や「資本制的体制の国際的性格」B）の発展は、前二者の総合としての生産の仕方様
式をそのポテンツの視点から生産力の発展として見たものである。私が注目しているのはこの労働の
社会化、生産手段の集中、そして生産力の拡大を資本制生産の発展の分析視角としてマルクスがとっ
ている点である。この観点はr資本論』を一貫してつらぬいており、第三巻の中では資本主義的生産
の三つの主要な事実として「少数の手の中での生産手段の集積」、「社会的労働としての労働そのもの
の組織。協業や分業によって、また労働と自然科学との結合によって」、「世界市場の形成」9）を掲げて
いる。こうしてみると資本制生産のもとでの労働の社会化は「協業や分業」の発展と「科学の意識的
な技術的応用」「自然に対する社会的な支配や調整」を主内容とするものであると思われる。これら
の要因の第一のものは「社会的労働としての労働そのものの組織」あるいは「社会的な、社会的に結
合された労働」10）への発展であると言える。この労働の社会化の第一要因の主軸をなす協業とは「同
じ生産過程で、または同じではないが関連のあるいくつかの生産過程で、多くの人々が計画的にいっ
しょに協力して労働するという労働の形態」11）である。この協業の発展は外延的、内包的な二重の過
程である。というのは同一生産過程中の結合労働力の増大と、結合の深化、関連のあるいくつかの生
産過程の増大とその諸生産過程の結合の深化としてなされるからである。内包的深化は次の分業ある
いは科学の応用との関連で考えられねばならない。
　秀案庶「協業の一つの特殊な種類なのであって、その利点の多くは協業の一般的な本質から生ずる
のであり」12）、協業の深化として位置づけられるのである。分業は「マニュファクチュアにおいてそ
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の古典的な姿」13）をとり、労働者は部分労働者とされるのであるが、「部分労働者の一面性が……全体
労働者の手足としては彼の完全性になる」14）ほどにその結合は不可欠となるのである。このマニュフ
ァクチュア的分業は生産過程の質的編成とその生産に照応した労働力配置の「量的比例性」をなしと
げ、一個の整合的な「社会的労働の組織」をつくり出した点で「歴史的進歩および社会の経済的形成
過程における必然的発展契機として現われ」15）る。この文中の「社会の経済的形成過程」とは、統一
的な社会の経済の組織化過程であって、生産の社会化と同義である。
　さて資本制が大工業にまで発展した段階では、生産の協業的形態の発展はいかように現われるのだ
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ろうか。マルクスによれば「マニュファクチュアでは各種の特殊過程の分立化が分業そのものによっ
て与えられた原理だとすれば、それとは反対に、発展した工業ではいろいろな特殊過程の連続が支配
する」16）のである。すなわち機械の自動体系に照応して諸労働が連続的に結合させられるのである。
こうして奇型的な部分労働者ゆえのマニュファクチュアの労働老の不可欠の結合性、「専門化された
労働者の等級性に代って……労働の均等化または水平化の傾向が現れる」17）のである。その労働の均
等化、社会的に普遍的なものとしてあらわれる労働の質を基礎に、不断の大工業の変化は「労働者の
できるだけの多面性を」それゆえに労働の社会的普遍妥当性を「一般的な社会的生産法則として承認
し……全面的に発展した個人をもってくること」18）を不可欠とさせる。
　こうした労働の協業的形態の発達とともに、大工業ではマルクスの労働の社会化論のもう一方の内
容である「科学の意識的な技術的応用」を進展させる。生産過程における精神的能力の分離過程は
「科学を独立の生産能力として労働からの切り離しそれに資本への奉仕を押しつける大工業において
完了する」且9）ので、科学ははじめて大工業において独自の発展の条件を与えられる。科学は剰余価値
の獲得をめざす競争に強制されて、その発展の成果を生産過程に応用する。この科学はそもそも異時
的協働の成果一蓄積であって、個々の生産過程から抽象された普遍性をもった自然法則の獲得である
「普遍的生産力」20）である。これが生産過程に応用されることは、生産が人間労働から増々抽象され
ることにほかならない。すなわち「生産過程はすでに、労働が労働過程を支配する統一としてこの過
程を包摂するという意味での労働過程ではなくなっている」2Dことになり、「生産過程の単純な労働過
程から科学的過程への転化」22）となっていくのである。こうして生産過程からの直接的労働の退場が
進行していく。すなわち「生産過程の主作用因は……（人間自身）の一般的生産力の領有……社会体
としての彼の定在を通じての自然の支配一一言で言えば社会的個体の発展」23）であることになる。
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人間の社会総体としての、社会総体の普遍的生産カー科学を通じて全社会の生産過程が推行されるこ
とになるのである。ここにマルクスの言う労働の社会化論は明確に浮び上がってくる。
　マルクスはTドイツイデオロギー』の中で「社会的」という言葉を「協働的」と同義とした24）。た
しかに労働の社会化とは労働の協働化にほかならない。この内容は上述のとおり、資本制下では協業
化であり、労働の科学化である。協業化は個別生産過程に従事する結合労働者を増大させ、生産過程
諸要因を客観化一科学化することを通じて、生産過程を統一的に遂行していくことである。労働の科
学化とは労働を客観化し、自然法則をとりだしてそれを機械の生産力に転化し、普遍的労働へと労働
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物質代謝を支配していく過程である。この労働の社会化の帰結としての社会的個体による普遍的労働
は、協働化と労働の客観化すなわち大工業での協業化と科学化の総合である。
　唯物史観における労働の社会化の位置は、それが労働・生産様式25）の変化を示す概念だということ
である。ここでの留意点は労働の社会化が資本制下においては資本蓄積の労働過程的側面として遂行
されるということである。資本蓄積は貧困、労働苦等全面的な労働者の従属の拡大をおしすすめるの
であり、労働の社会化はその従属の物的基礎を形成しているのである。だから労働の社会化を内包す
る資本制蓄積は、形態的には労働者の従属の拡大以外のなにものでもない。にもかかわらず、労働者
の従属の側面を捨象して労働過程にのみ視点をあわせれば、それが人間解放の物的基盤の形成過程で
あることがうかびあがる。こうしたポジティブとネガティブの歴史発展の弁証法の中で労働の社会化
を見ることは不可欠のことである。
　次にこのようなマルクスの論理をふまえて、労働の社会化論を一貫して追求しその重要性を主張し
ておられる富沢賢治氏の論説をみていこう。氏はまず労働の社会化を生産の社会化の主体的契機と
し、そして客体的契機として生産手段の社会化を措定する。その場合、社会化は、ドイツ社会民主党
の1930年代社会化運動の社会化一ゾチァリジールンクと明確に区別された、フェアゲゼルシャフトウ
ソク＝：社会化であり、「生産手段の使用形態が人間の意志とは独立に自然的発展をとげる結果として社
会的所有に転化せざるをえなくなるということを意味する」26）のである。さて、この法則的な生産の
社会化の主体的契機たる労働の社会化は、「人間と自然との完成された本質的統一」としてのrr社会
状態』のもとにおける労働……へ向っての自己形成過程」27）と定義されるが「このような抽象的規定
は、労働の社会化の規定としてはあまり意味を持たない」28）として重視されない。そして、基本規定
　　　　　　　　　　’を「数多くの分散的な生産過程が一つの社会的生産過程に融合する過程における生産手段のあり方の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　ロ　　　　変化と対応する労働のあり方を意味する概念だ」29）とされる。また労働の社会化は、資本による労働
の社会化として把握されなくてはならないのであって、「第一に労働の社会的組織化による生産力の
発展（労働過程的視点）、第二に労働の資本への従属化（剰余価値生産論的視点）、そして労働過程と
剰余価値生産との矛盾とその揚乗への方向（革命論的視点）という3つの問題視点」30）からマルクス
はとらえたと主張される。
　以上の氏の主張の中で、生産の社会化の主体的契機として労働の社会化をとらえる点は、生産の主
体的契機が労働である以上、妥当なものである。またこう把握することによって、労働自身に、社会
主義への基礎が形成されていくことを強調的に示し、人間解放が生き生きと語られてくる。だが氏の
唯物史観における位置づけは、それ以上ではない。
　労働の社会化が、歴史を貫串する法則的展開を示すものとされるのだから、生産力、生産関係、生
産様式の三概念との関係こそが語られるべきであろう。前述したように、これは、労働様式の変化を
示し、その構成要因として協働化＝労働・生産関係の社会化と労働の客観化を含み、その二者と所与
の生産手段との結合それ自身が潜勢力たる生産力であるものなのである。この三概念の同一性の観点
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は3D、労働の社会化の展開と三概念の相互作用をダイナミックに示すのである。
　次に、氏の労働の社会化概念は、「生産手段の変化に対応する労働のあり方」32）を示すものであった
が、誤りではないとはいえ、「労働のあり方」の内容が語られていないものである。内容のある規定
を示すためには、労働の社会化の要因を摘出し、その総合として、社会的固体による普遍的労働とし
ての自然との物質代謝支配への過程とするほうがよりよいのではないだろうか。そこには、労働の組
織化協働化と科学化が含意されている。角谷登志雄氏も労働（力）の社会化と労働の科学化として二
要因を把握されている33）。ただし科学化とは客観化の大工業下での表現であることを看過してはいけ
ない。このように見れば、富沢氏の軽視された規定の、「人間と自然との完成された本質的統一」34）の
過程という把握を、「人間」を社会的個体と見ることによって、より評価しえるのである。
　さて、次に、氏の労働過程的、剰余価値生産論的・革命論的の三視点は、労働の社会化が資本の手
になるものであり、苦痛のない過程ではない点を示すうえで有効であろう35）。だが、そもそも労働の
社会化は、資本蓄積の結果たる労働様式の変化についての、労働過程論的視角の議論以外のなにもの
でもない。だから必要なのは、労働の社会化論を資本蓄積論の中に位置づけること36）であって、氏の
立論は逆転している。上記三視点は、蓄積論の視角なのである。資本蓄積は、資本・賃労働関係の拡
大再生産を本質とするため、第一に労働者の従属を、他方に生産の社会化を措定し、それを物的基盤
として陶治された労働者を登場させることで、資本制解体の可能的展望を示すのである。そもそもが
労働過程的視角である労働の社会化論に、．ヒ記三視角を含くませた場合、視角そのものが弱められる
のではないだろうか。
　事実、その懸念は氏の社会主義理解の弱点にあらわれている。「社会主義とは、基本的には、生産
者自身が『生産手段の社会化』とr労働の社会化』の過程を意識的に遂行することによって、生産手
段の社会的所有とr共同的な、直接に社会化された労働』とを実現させようとする理論であり運動で
ある」37）と氏は言う。この主張は次の点で誤りである38）。第一に生産の社会化は資本蓄積の過程の結
果的事態であり、それを遂行する者は資本家でしかないことを看過している。第二にこの過程をいく
ら意識的に遂行しても、当然のことながら社会主義は到来しないのである。つまりプロレタリアート
による私的所有の廃止が媒介とされなけれぽならないのである。第三に生産手段の社会化とその社会
的所有とは異なった範疇である。前者は資本制下では資本家所有であり、労働者支配の物的基礎であ
る。後者は私的所有の廃止のうえにうちたてられた所有である。氏の主張にもかかわらず、この二つ
の範疇には連続性がない。こうして前者から後者への移行は氏の論理によっては決して達成しえない
のである。氏がもしも資本制下における労働者政府の政策として、労働の社会化をおしすすめること
を提起するのなら、それは疑問である。それは第一に権力獲得の条件を有利にするが、直接には権力
獲得と連結しない。第二に労働者政府の政策は、直接に労働の社会化のみに限定される問題ではない。
　氏の論理は労働の社会化論の労働運動史への適用にまで及んでおられるので、それを検討すること
が必要であるが、現在筆者の能力をこえることなので後の課題とせざるをえない。
　注1）　r経済学批判要綱』高木幸二郎監訳、大月書店版I　p．80
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2）　『資本論』第1巻　青木文庫版　p．1158
3）前掲書　P．1159
4）　同上
5）　同上
6）同上
7）　同上
8）　同上
9）前掲書第3巻p．277
10）前掲書第3巻p．89
11）前掲書　第1巻　p．344
12）前掲書第1巻P．359
13）　前掲書　第1巻　P．356
14）　同上
15）　前掲書　第1巻　P．386
16）前掲書第1巻p．401
17）　前掲書　第1巻　P．442
18）　前掲書　第1巻　p．512
19）　前掲書　第1巻　p．382
20）芝田進午氏の普遍的労働概念を参照されたい。「科学的労働の理論・再論（⇒」r科学と思想』13号
21）　『経済学批判要綱』高木幸二郎監訳　大月書店版皿　p，645
22）　前掲書　P．648
23）　前掲書　p．654　富沢氏はrr社会された人間』が生産の主体」r科学と思想』11号p．79一と言って
　　社会的個体を社会化された個人とする。だがマルクスは、1人の人格のように統一された社会総体のこ
　　とを言っているのである。
24）全集版　p．25
25）　『資本論』「資本蓄積の歴史的傾向」における生産様式概念は労働過程の社会的・技術的結合様式のこと
　　である。これは、林直道氏や芝田進午氏の論争に関わらざるをえない問題であるが、拙老自身の解釈と
　　して示したもので、論争点は捨象する。
26）「労｛動の社会化とはなにか」「科学と思想』11号　p，69
27）　前掲論文　p，68
28）　同上
29）前掲論文　P．72
30）「「資本論」における「労働の社会化』概念（上）」r経済研究』23－4p．326
31）　高島善哉氏の「生産力の構造」r経済評論』S．23を参照
32）注29と同じ
33）角谷登志雄「労働の社会化論と民主的規制」r経済』誌150号p．127
34）注28と同じ
35）第二章で述べる山口正之氏の論理よりも正しい。
36）仲村政文「資本の蓄積と労働の社会化」『経済』誌150号氏も私と同じく富沢氏の蓄積論欠如を批判して
　　いるが、一つの場所での労働の社会化を強調することが主眼であって私とは視角が異なっている。
37）注30前掲論文（下）「経済研究』24－1p．20
38）角谷登志雄氏は富沢氏を「新「構改』論的見解」と批判している。氏の批判は五点にわたり、なかなか
　　まとをえたすぐれたものもあると思える。「国家独占資本主義と資本主義の基本矛盾」『立命館経営学』
　　p．13－180～82
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第二章　山ロ正之氏の所説の検討
　富沢氏と並んで労働の社会化論の主唱者の1人である山口正之氏の説を次に検討しよう。
　山口氏はまず、労働の社会化の社会の意味を問い、「認識され洞察されることのない自然的結合を
共同体」一ゲマイソシャフトとし、それと対比される社会一ゲゼルシャフトを「自覚し意識するよう
な結合」と規定する。この定義にもとついて、「原生的な共同体的な協働から意識的な社会的な協働
への発展を、『労働の社会化』という。生産の社会化といってもよい。」とする。労働の社会化の本質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的契機は、労働過程が科学的な管理の過程になること、「個別労働者の協働が、ますます意識的で合
痙酌許画酌に編成された協働」となること、「意識的な社会的結合の範囲が拡大し……人類全体が、
単一の社会に結合されるようになること」1）であるという。すなわち「労働の社会化は本質的に管理
の社会化である。」2）。
　氏は、以上のように労働の社会化を定義し、それにもとついて史的唯物論の対象領域のほとんど全
域にわたり労働の社会化論の適用をおこなっておられる。それは氏が、労働の社会化概念をもって、
「史的唯物論の全体系がそのうえにきずかれるもっとも基礎的な範疇にほかならない」3）と位置づけ
が故にである。このようなマルクスの唯物史観全体の再検討を主張する氏の論説に全面的に対応する
余裕と能力を持たない筆者としては、問題を限定して氏の主張を検討していきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ　　　ロ　さて先に紹介した氏の労働の社会化概念は、「自覚し意識するような」「意識的社会的な協働」「ま
すます意識酌で合理的的計画に編成された協働」4）への過程であるのだから、協働の意識化、管理の社
会化論であると特徴づけることができる。このように見た場合、次のような疑問が生じるのである。
意識化、管理の社会化に労働の社会化を収敷する氏の論理に、意識を媒介としなく、意識化にも結果
しない労働の社会的関係の結合の拡大過程がいかように包摂されるのであろうか、ということであ
る。例えば、明らかに労働の社会化である商品交換を媒介とする労働の関係の拡大過程は、意識的な
協働編成のなんの要素も含むものではない。また資本主i義的生産過程は、労働者を「機械の附属物」
にし、その意識性を奪っていく過程である。この無意識性の点については、当然、氏も了解されてお
られるであろうが、問題は、この点を含めていかに統一的に労働の社会化を定義するかなのである。
前述の通り、氏はゲゼルシャフトの言葉の意味から意識性を強調される。だが「およそ生の生産なる
ものは……二重の関係として一一面では自然的関係として、他面では社会的関係として一現われ
る。ここで社会的（gesell　schaftlich）というのは……ともかく幾人かの諸個人の協働という意味で
ある。」4）とマルクスが言うように、まず協働化として労働の社会化を把握することによって統一的に
定義しうると思われるのである5）。そして、意識性の問題は、協業の発生以前はなんら社会性を持た
なく、個別生産者の労働過程総括行為の中にあり、その発展は、労働手段、労働対象の発展一生産の
客観化と自然法則の適用と利用の実に遅々たる行程であった。ここでは、労働過程の意識性が社会性
を持たないで進行する点が確認されるのである。資本制生産においては、生産の統一性や生産目的、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自然法則の獲得と適用・利用は労働者から奪われ、資本の手のもとに集中する。ここで初めて労働過
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程の意識性が、資本の意識的労働編成という型で社会性を獲得する。この意識的社会的労働編成は、
かくして協働化の結果であったのである。また労働過程の意識性は、生産過程の客観化として進行す
るのであって、資本制下では労働者そのものも労働力商品として客観化してしまったのである。意識
的社会的な労働編成は、歴史を貫通し、拡大していく過程ではなかったのである。
　次に、氏の労働の社会化論は、富沢氏の説と異なり、生産の社会化との区別と連関がはっきりして
いない。氏は労働の社会化を「生産の社会化といってもよい」といっておられるのである。だから氏
は、生産手段利用の社会化が、自然力を一つの生産力にしていき、ついには直接的労働を廃棄してい
く過程の物的基礎をなしている点の独自性を十分に把握しえないのである。この生産手段利用の社会
化の独自的探究は、それが資本制下では資本への生産手段の集積のことであり、それを物的基盤とす
る資本の支配力の増大でもあることを見る上で重要である。生産の社会化を労働の社会化と等置する
ことは、生産手段の所有主体を着過させる危険性を持っているのである。
　以上のような労働の社会化概念における氏の弱点は、その根底に資本蓄積論の視角の弱さを含んて
いると思われる。次に氏の資本蓄積過程論を見ていこう。
　氏は、資本蓄積を定義し「資本蓄積はプロレタリアートの増殖である」6）とし、「プロレタリアート
の増殖は、……「労働の社会化』の発展を意味する」7）と主張される。たしかに資本蓄積は、一面で
は結合労働者の増大を意味するのではあるが、それのみに限定した場合、明確な誤りとなる。資本蓄
積はその本質を資本・賃労働関係の拡大再生産とするのであって、一方に労働者の従属を、他方に生
産の社会化を措定し、その総合のうえに移行の展望を示すのである。資本蓄積論に労働者の従属論が
存在しない場合、労働の社会化は楽観的なもの、苦痛のない発展論となる。氏の労働の社会化は、
「資本の社会化の発展、すなわち、個別的諸資本の独立性の外観の喪失、社会的総資本への直接の融
合過程の発展として表現される」8）のであり、その資本の社会化は、株式会社制度の発展、産業資本
の金融資本への転化、に見いだされると氏は指摘される。そして「金融資本の成立によって、単一の
意志による資本主義的規制と管理は、国民経済の全領域と国際経済関係までとらえるのである。」9）と
いう。資本の蓄積を、資本の社会化といいかえることによって、私的所有にもとつく生産の無政府性
や、独占段階での、独占にもとつく競争の巨大化の側面を看過されているのである。こうしてIMF
体制の崩壊後、「管理の社会化は世界経済の意識的規制を現実の課題とするところまできている」lo）と
主張されることとなるのである。ここまでの氏の論理展開は、単一トラスト論を予想させる。だが氏
はこの批判を予想してか、カウッキー・ケインズのtw－一一一トラスト論批判として論理を進めている1D。
氏にとって問題なのは、資本蓄積論に労働の社会化を位置づけるということではなくて、逆に、労働
の社会化の表現として「資本の社会化」12）を位置づける点である。これでは資本の社会化といわれる
ものから労働者支配と資本間競争の側面ぬがけ落ちるのは当然であるのかも知れない。
　このような氏の資本蓄積論における弱点は、氏の資本制発展の二段階論にもあらわれている。資本
制時代の段階区分は、氏によると、労働力商品化の度合、「結合労働過程への労働者の結集の度合」13）に
よってなされると主張される。氏のこの立論は、「労働者がプロレタリアに転化し、彼等の労働条件が
一86一
資本に転化してしまえば、資本制的生産様式が自分の足で立つことになれば、ここに、労働の一層の
（「それから先の」大月版）社会化および……私的所有者の一層の収奪が新たな形態をとる。」14）との
マルクスの論述の「一層の、（それから先の）労働の社会」といっているところから、それ以前と「そ
れから先」とに区分したものである。そして、収奪の新たな形態は資本集中のことであるが、このこ
とに依拠し、第二段階は独占資本主義段階に一致するとされるのである。このところは、仲村政文氏
も指摘されるごとく誤読にもとつく誤解であろう。将しく、「資本主義的生産様式が自分の足で立
つ」15）とは産業資本の確立以外のなにものも意味しないのである。また、資本制生産一般に共通する
範疇である資本集中を、独占資本主義段階固有の範疇とするのも誤りであろう。段階区分は、労働者
結集とか、資本集中とか、量的増大の度合によるのではなく、資本支配の質によってなされるべきな
のである。とすれば、「生産の集積にもとつく独占J16）こそが、段階範疇なのである。
　さて次に、「労働の社会化」主義ともいいうる氏の移行論を検討して見よう。
　まず、氏にとって「社会主義は、r事の本質そのものからして』真に全面的な社会化である。」17）。
すなわち、部分的社会化から全面的な社会化への進展が社会主義への移行なのである。この移行過程
にっいて、「資本主義的社会化の発展は、自然成長的なものであるが故に、どこまでいっても、なお、
部分的社会化であり、不均等で敵対的な社会化であるにとどまる」から、「『量より質への転化』は…
…完全に目的意識的な行動によってのみ遂行される」且8）と氏はいわれる。氏の労働の社会化の現状認
識では、増々、意識的管理の志向が強化され、意識的なシステム的管理にまで到達しているというこ
とであるから、自然成長性は克服過程に入ったということにならないのだろうか。何故に自然成長的
かという説明がないので明確ではないが、労働の社会化が、競争という経済的強制によって促進され
た資本蓄積の結果として進行しているという正しい意味でそういうのなら、次のようにいわねばなら
ない。自然成長的なのは、私的所有にもとつく無政府的競争によってそうであるのだから、その克服
は、単に意識的な管理の志向によって成就されるのではなく、資本制的私的所有の廃止によってしか
達成できないのである。さらに、目的意識的な管理の全面実施は、資本家も願望していることである
のだから、労働者階級による私的所有の廃止と、プロレタリアート独裁のもとでの管理こそが生産の
合法則的な全面的管理を完成させられうると主張しえるのである。
　さて移行の現実的な担い手は労働老階級とその階級闘争である。次にこの階級闘争論に検討の視点
をうつすことが妥当であろう。
　氏は、国家一階級支配論についても労働の社会化視角から切り込んでおられる。氏によると、「階
級支配は、労働の社会化の発展の特殊な歴史的形態」19）である。それは、社会の再生産の管理が階級
支配として行われているからであろう。階級支配は「国家の形態での市民社会の総括」20）のことであ
るから、社会管理一階級支配との把握は正しい。問題は、社会管理の行為一労働の分離と剰余労働発
生の結合、一階級への共同利益＝管理労働の固着、支配階級の交代の歴史、という過程をどのように
して労働の社会化論によって説明するのかである。同時に、全社会の管理と直接的生産過程での本来
の労働の社会化との区別と連関の解明である。こうした解明なくしては、氏の意図にもかかわらず1
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階級支配の支配の本質をを軽視することにるのである。氏のこの示唆的な所説も、この点については
なんらのべていない。が、その本格的解明は、ようやく浅井啓吾氏等によって開始されたばかりであ
る21）。
　さて、それでは氏の階級闘争論はいかに展開されているだろうか。
　氏は、労働が「実践的に批判的な活動」であるという点に着目し、「労働の社会化の発展は、個別
的なr実践的に批判的活動』の社会的関連の必然性をますます意識していく過程の発展」22）であり、
批判的活動主体の関係の意識化、「労働の社会的性格の意識化の発展は、社会的生産力がなお十分な
高さに到達せず、諸個人が生きるためにはかぎられた資源を相互に争奪せざるをえないあいだは、社
会的階級闘争の発展という形態で、自らを貫徹するほかはない」23）と主張される。これは、労働主体
が自らの社会的関連を自覚し、自らの批判的活動を基盤として、批判的立場に立ち階級闘争に参加す
るという意味であろうか。とすれば、この立論は、階級意識にもとつく即・対目的階級闘争の生成の
ことにほかならない。氏は「労働の社会化のそれぞれの発展段階は、……社会的階級闘争の……発
展段階と一致」24）するとされ、その説の階級社会史への貫通性を主張されている。だが、階級意識に
もとつく階級闘争は、資本制社会固有のものではなかったのではないか。資本制社会にかぎっていえ
ば、労働者の商品所有者としての措定による私益のための闘いから、大工業の論理一労働の社会化の
論理を背後にひめた、団結による闘いによって形成された本来の意味での階級闘争という過程が存在
する。ここで留意しなければならないのは、蛍働の社会化が直接に階級意識を形成するのではないと
いうことである25）。
　さてこの階級闘争は、「かぎられた資源の争奪」26）のために行われる。階級闘争は分配闘争と等置さ
れる。現代に目を転じれば、近代ブルジョア社会は、幾度もの過剰生産恐慌に襲われ続けたのではな
いか。そしてこの膨大な生産力をいかに合法則的に再編するかが、労働老階級の新社会建設の課題と
もなっている。また氏も認められるように、労働の社会化は、労働者自身による生産の総括の不可避
性を示し、構造的民主的諸改良や、生産手段所有の社会化を階級闘争の課題とさせたのではないのだ
ろうか。意識化一管理の社会化とされた氏の労働の社会化は、あたかも絶対精神のように、全社会現
象を規制する法則として登場したところに論理の矛盾が生じたのである。
　階級史や、階級闘争・移行論に貫く氏の労働の社会化論は、当然、人類史を貫いて作用し、通説の
人類史区分をも再編成しないわけにはいかない。
　氏は、マルクスの「人格的依存な関係……物的依存性のうえにきずかれた人格的独立性……諸個人
の普遍的な発展のうえに……きずかれた自由な個性……第二段階は第三段階をつくりだす。」27）という
いわゆる依存関係史論に依拠する28）。氏はこの三段階を、原生的身分的共同体、資本主義的商品生産
社会、自由な共同体といいかえ、「労働の社会化の発展として歴史をとらえる見地からすれば」、原始
共同体、階級社会、共産主義の通説区分よりも「道理にかなっている」29）と主張される。この依存関
係史論は、r経済学批判要綱』の「貨幣に関する章」で展開されているように、「活動の社会的性格は
……ﾂ人に対立する無縁のもの、物的なものとして現われる」30）という貨幣を媒介とする人格的関係
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の地点から歴史を反省し、歴史を展望したものとして語られているのである。ここには、支配一従属
関係や所有関係は捨象されている。歴史を見回わす地点である第二段階を見てもわかるように、第二
段階は、氏のいわゆる資本主義的商品生産社会ではなく商品生産社会一般であり、そこでの人格の担
い手は、商品所有者である。変革主体たるプロレタリアートも、収奪される収奪者たるブルジョアジ
ーも姿を消し、移行は、その割期を持つことなく進行する。こうして、依存関係史論は人類史の時代
区分をなす通史的段階論ではない。またマルクスにとってもそうだったのである。氏も認めておられ
るように人格の社会的結合関係の発展をさぐる上でこの依存関係史論は有効であり、通説を豊富化さ
せるであろうが、これに全面的に依存することは自然成長論になるこになるのである。
　これまでの山口氏の労働の社会化論の検討から、氏の所説が自然成長論になっているのではないか
という疑問を、筆者は提出せざるをえない。
　角谷登志雄氏は、山口氏や富沢氏の論理を構造改革論の再版として考えておられる3D。角谷氏の考
えはともかくとして、ツィーシャソクの所説と山口氏の所説とは一定の近似性を表示している。ツィ
ーシャンクは、「生産の社会化の特定の諸段階は、生産の社会的組織、社会的労働の組織、の特定の諸
段階を、すなわち生産関係の特定の発展諸段階を条件づける。」とし、資本制下では＼「資本主義的生
産関係のますます高い社会的な諸形態」32）が継起的に発展すると主張する。山口氏も「労働の社会化
の発展が社会的生産関係の発展段階を規定するとすれば、……資本主義的生産関係もまた発展し、変
化するのである」33）。と主張される。この近似的な両者立論の相違点は、ツィーシャソクの生産関係概
念がここでは労働関係の意味になっていることにある。資本制のもとでは彼のいう労働関係一協業が
発展するので正しいものといいえるが、実は、彼は資本主義的生産関係を、「社会的所有形態」「株式
会社・独占体」と等置する。彼は明らかに生産関係概念について混乱している。それに対して山口氏
は、その生産関係概念についてなんら語っていないので、その危険性もツィーシャンク以上のもので
ある。さらに、氏は、生産関係の量的変化が「一定の程度に蓄積したとき質的で全面的な変化をひき
起す」34）とされ自然成長主義的見解を示されるが、他方で、質的変化の媒介を階級闘争に求めておら
れるようにも見うけられる。氏のこの種の論理不整合性は、他のところでも見られるものである。そ
れはともかく、その階級闘争とは、資本による「中途半端」な社会化を「労働者の自覚的な行動によ
　　　　　　　　　　　　　　　ってr突きあげ』」ることにほかならない。資本制下での労働の社会化一般は、資本の支配拡大の結
果でしかないことは再三いってきた通りである。内客ぬきの「突きあげ」はGMPや合理化への礼賛
にもつながっていく。ここにおいても、筆者は山口氏の意図に反して、自然成長主義と階級闘争の実
質的否定を見い出すのである。
　将しく、氏の労働の社会化論は、それによって説明しえない領域にまで規制法則として入り込み、
さらに、意識化論に限定され、唯物史観の諸範疇との連関が不明確にされ、資本蓄積の結果的事象と
とらえられなかったため、不可避的に論理的混乱に陥ったのである。
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お　わ　り　に
　労働の社会化は、協働化と労働の普遍化を構成要因とした労働様式の歴史的展開を示す概念であ
る。資本制下では、これは資本蓄積によって遂行されるものであると同時に、労働者支配の物的基礎
をなすものなのである。これは当然、労働過程の視角のものである以上、これを唯物史観全体を規制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　するものとした場合、不可避的に自然成長主義に陥るのであった。富沢氏や山口氏は、労働の社会化
論の先駆者として、実に多くの理論的貢献をなしてきたとはいえ、その落し穴から無縁であることは
できなかった。またこの社会化が、社会主義の物的基盤を形成するものであるため、すぐれて議論を
要するものとして登場しているのである。それ故、私は両氏の所説に、あえて無謀な批評を行ったの
である。労働の社会化論争は始まったばかりである。私は、マルクスの労働の社会化の承認の上に、
理論展開する義務を課せられている。
注1）『社会革新と管理労働』p．46～49
　2）　「現代の技術革新と管理労働の社会化」r現代と思想』12号　現在、山口氏、角谷登志雄氏、篠原三郎
　　　氏、浅井啓吾氏の間に管理の二重性論々争が展開している。山口管理論の検討にとって、労働の社会化
　　　論の考察が不可欠である。
　3）「資本主義分析の方法をめぐる問題（上）」r経済』114号
　　　労働の社会化概念が唯物史観の最も基本的なカテゴリーだとすると、そこにはすでに唯物史観の全カテ
　　　ゴリーを含意していなければならない。氏はその点ですでに誤っている。岸本暗雄氏、中野徹三氏の所
　　　説を参照されたい。
　4）「ドイツイデオロギー」大月書店邦訳全集版p．25
　5）西堀文隆氏も、協動化とする点では私と同じである。私は、まず、協動化ととらえ、次により展開的な
　　　定義をなすべぎだと考えているので氏とは若干ことなる。（本文p．11参照）氏は、富沢、山口両氏を
　　　批評しているが、その実践的な帰結についての批判ではない。龍谷大学「経済学論集」15－2「「生産の
　　　社会化』についてのノート」
　6）　『現代社会と知識労働』p．30
　7）　同書　P．36
　8）　r現代と思想』12号前掲論文p。52
　9）　同上
　10）前掲　P．62
11）前掲p．60参照、氏のカウッキー批判は、正しくも経済の国際化が各国の敵対を生みだしたこと、帝国
　　　主義として国際経済関係を編成することを論拠としておこなわれた。だが問題なのは、古典的帝国主義
　　　時代の明白なカウッキーの誤りに対する批判ではなく、現代の単一トラスト論批判である。また今日の
　　　国際通貨管理の把握には全般的危機と冷戦帝国主義の認識が不可欠であろう。
12）　この概念は、氏の「資本主義的生産関係の社会化」概念といかなる関連にあるか不明である。
13）　『社会革新と管理労働』p．120
14）「資本論』青木文庫版p．1159（803）
15）　同上
16）「帝国主義論』岩波文庫版p．35
17）　『現代と思想』12号前掲論文p．62
18）　同上
一90一
））））））））））?????
29）
30）
31）
32）
33）
34）
『社会革新と管理労働』p，53
r経済学批判要綱』高木幸二郎監訳　大月書店版Ip．30
「経済系」関東学院大学経済学会64、94、102、103、104の各集参照
『経済』誌114号P．146
同上
同上
階級闘争の団結がそれをつくり出す。
『経済』誌114号p．146
「経済学批判要綱』高木幸二郎監訳　大月書店版Ip．79
依存関係史論という特徴づけと命名は望月清治氏による。この名称は山口氏の誤りを示すうえでも有効
である。望月清治著『マルクス歴史理論の研究』p，352～7参照
r社会革新と管理労働』p．62
「経済学批判要綱』高木幸二郎監訳　大月書店版Ip．78
本書第1章の注38を参照、丁国家独占資本主義と資本主義の基本矛盾」「社会変革と経営経済学」r立命
館経営学」14－1号p．50～52参照
上林貞治郎r近代経済学とマルクス経済学』p．103から援用
『社会革新と管理労働』p．126
同上
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